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償
却
資
産
の
申
告
を
し
て
い
ま
す
か

　
固
定
資
産
税
に
は
、
土
地
と
家
屋

以
外
に
償
却
資
産
（
事
業
用
資
産
）

が
あ
り
ま
す
。
法
人
や
個
人
で
町
内

で
事
業
を
行
っ
て
い
る
か
た
は
地
方

税
法
第
３
８
３
条
の
規
定
に
基
づ
き

資
産
の
増
減
に
関
わ
ら
ず
、
毎
年
１

月
中
に
償
却
資
産
の
申
告
が
必
要
で

す
。

「
二
十
歳
の
集
い
」
を
開
催

　
町
で
は
、
将
来
を
担
う
二
十
歳
と

な
る
か
た
の
門
出
を
祝
い
、
社
会
人

と
し
て
の
自
覚
と
責
任
を
持
つ
機
会

と
し
て
、
平
成
16
年
４
月
２
日
か
ら

平
成
17
年
４
月
１
日
生
ま
れ
の
か
た

を
対
象
に
令
和
７
年
「
二
十
歳
の
集

い
」
を
開
催
し
ま
す
。

　
※
成
年
年
齢
引
き
下
げ
に
伴
い
、

成
人
式
の
あ
り
か
た
に
つ
い
て
ア
ン

ケ
ー
ト
調
査
を
も
と
に
検
討
し
、
令

和
５
年
か
ら
20
歳
の
か
た
を
対
象
に

「
二
十
歳
の
集
い
」
と
し
て
開
催
し

て
い
ま
す
。

〇
日
時

　
令
和
７
年
１
月
４
日
（
土
）

　
午
後
１
時
30
分
～

〇
場
所

　
長
島
町
文
化
ホ
ー
ル

〇
対
象
者

・
10
月
１
日
現
在
町
内
に
住
民

票
が
あ
る
か
た

・
町
内
の
小
学
校
ま
た
は
中
学

校
を
卒
業
し
二
十
歳
の
集
い
へ

の
参
加
を
希
望
さ
れ
る
か
た

〇
案
内
状

　
９
月
下
旬
に
該
当
者
へ
発
送
済

問
い
合
わ
せ
先

　
町
教
育
委
員
会
社
会
教
育
課

　
☎（
88
）６
５
０
０［
直
通
］

〇
申
告
対
象
に
な
ら
な
い
も
の

・
自
動
車
税
、
軽
自
動
車
税
の
対

象
と
な
る
自
動
車

・
無
形
固
定
資
産
（
鉱
業
権
、
特

許
権
、
営
業
権
、
漁
業
権
、
ソ
フ

ト
ウ
ェ
ア
な
ど
）

・
耐
用
年
数
が
１
年
未
満
ま
た
は

取
得
価
格
が
10
万
円
未
満
の
償
却

資
産
で
税
務
会
計
上
固
定
資
産
と

し
て
計
上
し
な
い
も
の

・
取
得
価
格
が
20
万
円
未
満
の
償

却
資
産
を
税
務
会
計
上
３
年
間
で

一
括
償
却
し
て
い
る
も
の

〇
申
告
方
法

　
毎
年
１
月
１
日
時
点
で
所
有
し

て
い
る
資
産
（
耐
用
年
数
が
経
過

し
た
資
産
も
含
む
）
や
、
そ
の
前

年
度
に
増
加
ま
た
は
減
少
し
た
資

産
な
ど
に
つ
い
て
償
却
資
産
申
告

書
に
記
載
し
、
税
務
課
に
提
出
し

て
く
だ
さ
い
。

　
前
年
度
の
資
産
か
ら
増
減
が
な
い

場
合
で
も
申
告
は
毎
年
必
要
で
す
。

※
申
告
に
必
要
な
書
類
は
税
務
課

で
も
取
得
可
能
で
す
。

〇
申
告
期
間

　
１
月
６
日（
月
）～
１
月
31
日（
金
）

問
い
合
わ
せ
先

　
役
場
税
務
課
固
定
資
産
税
係　

　
☎（
86
）１
１
７
２［
直
通
］

償却資産の対象となるもの（例）

農業・畜産業
農業用構築物、ビニールハウ
ス、牛舎・堆肥舎（家屋以外）、
農耕作業用車両（乗用型以外）
など

漁業
漁船・エンジン（船外機）、
釣り具（網）、水槽、機械
設備（魚群探知機）など

自動車整備、ガソリン販売業
オートリフト、オイルチェン
ジャー、洗車機、溶接機、地
下タンク、独立キャノピー、
照明設備、ガソリン計量器、
防壁など

飲食業
厨房設備、接客用家具、備品、
カラオケセット、テレビ、放
送設備、冷蔵庫、冷凍庫など

医療・薬局・福祉
各種医療用機器（ベッド）
各種キャビネットなど

小売業
商品陳列ケース、冷蔵庫・レ
ジスター、自動販売機など

※太陽光発電 
太陽光パネル・付属設備
フェンスなど

不動産貸付業
外構工事（門・塀・緑化
施設）
駐輪所・駐車場・照明
門・塀・監視カメラなど

建設業
・軽自税対象以外のブルドー
ザー、パワーショベル、フォ
ークリフト、ミキサー
・大型特殊自動車など

各業種共通
パソコン、コピー機、ルームエアコン、内装・内部造作等、外灯、舗装路面、看板（広告塔・
案内板・ネオンサイン）、駐車場・駐輪場設備など

※事業のために用いている太陽光設備は発電出力量や全量売電か余剰売電に関わらず償却資産の申告が必要です。
ただし、個人の住宅用で家屋の屋根などに設置し余剰を売電する場合で 10 キロワット未満の場合は売電す
るための事業用資産とならないため償却資産の申告は不要です。

令和６年「二十歳の集い」令和６年「二十歳の集い」


